
    ③  所得階層別
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 軽減税率適用法人  A

 その他            B

 軽減税率適用法人  E 266 64 89,069 27 173,213 18 163,685 95 2,276,435 30 2,036,265 44 13,289,671 4 11,010,243 548 29,038,581

 その他            F 81 21 28,306 11 67,832 3 26,781 62 1,725,386 41 2,943,119 123 38,693,176 24 99,480,871 366 142,965,471

13,596 3,455 4,284,554 851 4,903,435 228 2,026,343 1,060 22,763,772 175 12,218,115 117 24,940,743 4 10,768,486 19,486 81,905,448

13,943 3,540 4,401,929 889 5,144,480 249 2,216,809 1,217 26,765,593 246 17,197,499 284 76,923,590 32 121,259,600 20,400 253,909,500

13,943 3,540 4,401,929 889 5,144,480 249 2,216,809 1,217 26,765,593 246 17,197,499 284 76,923,590 32 121,259,600 20,400 253,909,500

 (注) １  所得金額欄は、平成29年度において確定した普通法人に係る法人の事業税額に対応する所得金額（収入金額課税分を除く。）のうち現事業年度分について作成した。

      ２  軽減税率適用法人については、所得金額の総額によって区分した。

      ３  事業年度が年２回の法人の所得の区分については、「年所得400万円以下」欄には200万円以下のものを記載し、以下の所得区分についても同様に記載した。

      ４  分割法人については、主たる事務所又は事業所が香川県に所在するもののみについて、所得金額の総額を記載した。
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合    計年所得400万円以下
年所得400万円超

800万円以下
年所得800万円超
1,000万円以下

年所得1,000万円超
5,000万円以下

年所得5,000万円超
1億円以下

年所得1億円超
10億円以下

年所得10億円超


